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58－２ 協働と継承（官民の連携・役割分担） 

事例名 被災者支援４者連絡会議 

場所 宮城県 

取組時期 応急期・復旧期・復興前期・復興後期 

取組主体 政府緊急災害現地対策本部、宮城県（社会福祉課）、自衛隊、NPO等（ADRA Japan、

ジャパン・プラットフォーム ほか） 

取組概要： 

2011 年４月４日、宮城県庁に政府緊急災害現地対策本部、宮城県、自衛隊、NGO/NPO から構成される

「被災者支援４者連絡会議」が設置され、会議を通して、行政機関と NPO等との連携による被災者への

食事の提供、避難所運営支援、物資支援、応急仮設住宅入居者支援等の被災者支援について検討された。 

 

具体的内容： 

■政府と NPO等との情報共有の場  

東日本大震災により被災した地方公共団体を支援するため、政府は発災翌日に政府現地対策本部を

宮城県庁に設置した。 

３月 26日に現地対策本部は、政府と NPO等との情報共有と連絡調整を行う場として、政府現地対策

本部、宮城県、自衛隊、NPO等から構成される会議を実施した（通称「ボランティア会議」）。会議では、

行政機関による被災者支援に関する情報が共有されるとともに、官民が連携してどのように被災者支

援を行うかが協議された。会議は、毎日開催され、４月４日には「被災者支援４者連絡会議（以下，４

者会議）」と名称を改めた。 

４者会議では、炊き出し調整支援、ゴールデンウィークのボランティア対応の支援、応急仮設住宅の

入居者支援、夏の暑さ対策等が検討された。８月に自衛隊が撤退するにあたり、４者会議の今後につい

て検討がなされ、多くの NPO 等が引き続き被災地で避難所、応急仮設住宅等の被災者支援を続けてお

り、行政機関との連携の場を求める声があがったため、「被災者支援連絡調整会議」として継続するこ

ととなった。 

 

■４者連絡会議での主な取組 

〇炊き出し調整支援 

多くの被災者が指定避難所以外の場所にも避難していたため、自衛隊が実施している避難所等で

の炊き出し支援が追い付かない状況となった。また、被災各地で活動するボランティア団体も同様に

炊き出し支援を行っており、炊き出しが重複するなどの問題が起きた。効率的な支援に向けた調整が

必要となり、自衛隊からの要請を受けた政府現地対策本部の呼びかけにより、政府現地対策本部、県、

自衛隊、社協、NPO等の会議が３月 26日に開催された。３月 31 日までは１日１回のペースで開催さ

れ、炊き出しに関する情報の共有と役割分担について話し合われた。 

 

〇応急仮設住宅入居者支援調整 

NPO等との連携調整により、生活支援物資の提供について４者会議で議論された。宮城県の各市町

では、支援提供を担当する NPO等が、民間企業の提供による物資、県・市の備蓄倉庫内にある物資、
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NPO等が独自に調達した物資を組み合わせて、応急仮設住宅の入居に併せて支援物資を提供した。提

供される物資は、生活を始めるために必要な物資であることから、「スターターパック」という名称

がつけられた。 

 

■県庁内各課と NPO等の連携 

会議の事務局は宮城県社会福祉課が担当したが、NPO等の支援分野が多岐にわたり、県の複数の課に

関連するため、関係各課も会議に出席するようになった。2011 年８月から翌年２月までに４回の会議

を開催しており、必要に応じて担当課と NPO 等の連携を担う「みやぎ連携復興センター（※）」等とで

打合せ会を開催した。 

※「みやぎ連携復興センター」については個票 57-1 参照。 

 

〇第４回被災者支援連絡調整会議の出席団体 

・復興庁宮城復興局 

・宮城県 危機対策課、震災復興推進課、地域復興支援課、共同参画社会推進課、 

震災援護室、長寿社会政策課、子育て支援課、障害福祉課、社会福祉課 

・宮城県社会福祉協議会、宮城県サポートセンター支援事務所 

・NPO等 みやぎ連携復興センター、ジャパン･プラットフォーム、 

せんだい･みやぎ NPO センター、ホープ･ワールドワイド･ジャパン、 

アドラ･ジャパン、国際交流協会ともだち in 名取、 

パーソナルサポートセンター、カリタス･ジャパン、アクアゆめクラブ、 

レスキュー･ストックヤード、東松島まちづくり応援団、 

石巻災害復興支援協議会、気仙沼 NPO/NGO連絡会事務局、気仙沼復興協会 

シャンティ国際ボランティア会、ワールド･ビジョン･ジャパン、 

難民を助ける会、プラン･ジャパン、東日本大震災支援全国ネットワーク 

 

出典（他の事例集等への掲載）： 

・ 宮城県保健福祉部「東日本大震災～保健福祉部災害対応･支援活動の記録～」（2012 年 12 月）P258 

https://www.pref.miyagi.jp/uploaded/attachment/121634.pdf 

・ 阪本真由美「行政と NGO/NPO との連携による被災者支援について-被災者支援４者連絡会議の取り

組みより-」地域安全学会東日本大震災特別論文集 No.２（2013年） 

http://isss.jp.net/isss-site/wp-content/uploads/2019/02/02-2013-19.pdf 

 

活用された制度： 

 

事業費： 
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